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人材経営戦略の一考察
工藤幸一
1　はじめに
　長期経済好況の中で最も深刻な経営課題はいうまでもなく「人材問題」で
あった。とくに中小企業においては人材の量的な確保すら困難な状況から人
材確保は経営体として存続を決めるほどであり，大企業以上の深刻な問題で
あった。
　1980年代なかばから続いた史上最長といわれた経済好況は「成長から成熟
へ」という特徴がみられサービス経済化という現象を生み出した。
　このサービス経済化は，金融の自由化，国際化，情報化を生みだし，「金
融革命」といわれる状況のなかで，銀行，保険，証券業界を中心にリース業
界，信販業界などの人材のシェアを急激に上昇させた。
　こうした事から1990年の大学新卒者の雇用市場は企業の求人採用予定数の
増加と学生の就労人口との需給ギャップ（3．14倍／大卒男子・91年卒）から，
学生が就職の主導権を握り学生が企業を選ぶ「買い手市場」という状況が生
まれ，自動車産業においては季節工の賃金アップから正社員との給与の逆転
現象まで生んでいる。1）
　しかし，1991年からのバブル経済の崩壊による急激な経済環境の悪化は，
かつての「石油ショック」「円高ショック」以上の深刻な長期不況傾向を示
しており，金融業界，証券業界，コンピュータ業界，家電業界，などが「減
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量経営」をすすめており，企業の新規採用の減少により「量」としての人材
不足は解消されたかのような感があるが，経済不況下での「人材問題」はど
のように変わっていくのであろうか。
　企業環境は国際化，情報化，多角化，にともなう人材二一ズの高度化によ
る「質的」な人材の採用，つまり企業の将来をになう戦略要因としての「人
材問題」はますます大きな問題となっている。とくに貿易摩擦，経済摩擦を
生みだした「日本異質論」を解消するためにも国際化が重要な課題である。
　この国際化が意味するところは，「地球環境」「社会貢献」「企業市民」
「生活者としてのゆとり＝人問性回復」「消費者本位」といったこれまでの
「効率至上主義の経営」＝「利益至上主義の経営」からのパラダイムの転換
を求めるものであり，これらに対応した新たな経営戦略の構築と，それに伴
う「人材経営戦略」の検討が必要となっている。
　こうした長期化の様相を見せている経済不況下において大企業は企業規模
の縮小というリストラクチャーで雇用基盤を失っている。
　しかし，国際的な経済環境の悪化は必然的に内需拡大が求められ，これに
ともない国内の営業活動を活発化しなければならないのであるが，営業活動
が知識集約型となってきておりセールス・エンジニアなどの高学歴人材の必
要性が増加し営業要員の絶対的不足を生み出しており，こうしたことから女
性社員の戦力化などの必要性が必然的に生まれてくる。
　さらに，高齢化社会の到来は不回避であり，「小子（しょうし）社会」と
いわれる出生率の低下などの人口的な要因などにより，生産年齢人口の減少
による人手不足は景気循環による一時的なものではなく，今後，恒常的なも
となるのである。
　また，高学歴社会における価値観の多様化により，個人の生き方が変化し
てきたため，若年労働者の職業意識，就職行動の変化という社会的条件の変
化の実態を考えた「人材経営戦略」を検討することが必要となってきており，
同時にこのことは企業体制，経営戦略の再構築につながるものであると考え
る。
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　＜人材経営戦略の検討課題＞
　①国際化に対応した人材の確保と育成
　②女性社員の戦力化への本格的取組みと組織制度の改革
　③高齢化社会に対応した人材の確保と活用の検討
　④小子（しょうし）社会という生産年齢人口の減少に対応した人材の
　　　確保と育成
　⑤高学歴社会における価値観の変化に対応した人材の活用
　こうした雇用環境，人材環境の変化は人事制度の検討ばかりではなく将来
的な労働市場の分析も必要である。
　経営体として存続していくためには，これまでの社会制度，慣習に縛られ
たままでの企業制度，経営制度を変革しなければ企業は生き残ることはでき
ないのである。
　これまでの経営戦略とそれにともなって組織があり，単に必要な人的資源
の確保としての「人材間題」ではなく，人材の確保と活用が企業の存続・発
展を大きく左右するという認識から「人材経営戦略」というものを考えなく
てはならないのである。
2　企業環境の変化
　旧ソビエト連邦の解体による東西冷戦構造の崩壊，世界各地での民族自主
独立問題の勃発，ヨーロッパのE　C経済統合の混乱など，国際的な社会体制
の変化がおきており，同時に経済構造が急激に変化し世界的な経済不況に見
舞われている。
　現代は世界経済と世界政治の移行期であり，日本の社会経済状況も混迷の
度を深めている。
（1）企業の社会的責任
　　驚異的といわれる経済成長により経済大国となった日本は1990年以降
　「複合不況」2）というこれまでには経験したことのない処方箋がない経済
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不況に見舞われている。
　これまでの経済不況は公定歩合の引き下げにより経済の活性化をはかっ
てきた。しかし，この「複合不況」は，これまでの経済不況とは異なり短
期的な景気循環の問題ではなく，構造的で経験したことのない「金融自由
化」が重要な要素といわれる。
　こうした金融自由化を背景に，企業は証券・土地などの投機による財テ
クの儲けを元にして研究開発と製造設備への投資を考えた強気の生産計画
をたて研究開発と設備投資をし製品の過剰生産を押し進めてきた。
　しかし，バブル経済がはじけ，こうした市場開発投資が過剰在庫を抱え
ることになり経営を圧迫している。
　現在，多くの企業は経営合理化として希望退職者を募集したり，残業の
抑制，経費の節減，賞与の削減，新規採用の抑制という従業者に経費節減
を押し付け，在庫調整と生産の抑制のための工場閉鎖などでパートタイム
労働者の解雇や企業内失業まで生まれている。
　バブル経済の時代に蓄積した企業の利益は従業者に還元されたとはいえ
ず。世界的な経済不況の中で日本経済だけが永続的に経済成長を続けるこ
とは考えられないのであり，将来を洞察して経営計画を立案することが経
営者の役割である。
　経済不況といわれながらも建設業界，食品関係，化粧品，コンピュータ
・ゲームソフト3〉など業績を延ばしている企業があることを考えるならば
企業経営者の責任が問われなければならない。
　不況になったならば従業者を犠牲にする経営ならば専門経営者は必要な
いのではないか，経済環境の変化の予測や対応ができない老齢化した経営
者は交替すべきであるといった批判の声まで聞かれており企業体質，経営
者の役割を検討する時期にきているとおもわれる。
　個人消費の低迷・減退から百貨店業界，自動車業界，家電業界などの業
績不振がいわれるが果たしてこれまでのマネー・ゲームにうかれたバブル
経済が正常な経済成長であったのかが疑問視されている。
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　「資産効果」を煽り過剰消費をつくり出してきたのは企業であった。ま
さに異端の経済学者といわれるソースタイン・ヴェブレンが分析した「見
せびらかしの消費」4）のための企業となっしまった。
　現代の市場経済体制においては，企業は社会生活に不必要な付加価値を
つけることにより商品価値を高め，このことにより利益よりも市場シェア
を高める市場競争原理に支配されている。さらには「系列化」により中小
企業などを支配することにより，ベンチャービジネスに代表される活力あ
る企業の発生・育成を阻止するなどという日本型企業競争が欧米からの批
判を受けている。
　企業とは「人問しての社会生活に必要な適価で安全な製品・サービスを
提供し，企業の構成員に安定した社会生活を保証する責任がある」という
最も単純な理解をするならば，現代の企業は社会的貢献より自己の存続が
命題となっており，企業体制の維持の必要のために，本来は人間としての
社会生活のための企業が環境破壊など自己の存続のために逆の機能を始め
ているのではないかという疑問が生まれる。
　製造業の現場においては，ヘンリー・フォードの考え出したフォード・
システム＝ベルトコンベア方式を極限まで生産性を高め，「ジストイン・
タイム＝カンバン方式」などにより人間疎外が問題にされるほど徹底した
合理化がなされた。
　しかし，事務部門などは前近代的な居残り残業，奉仕残業などという慣
習があり合理化されているとはいえないのであり，諸外国からの労働時間
短縮（年間総労働時問数1800時間の達成）という労務問題の要請に日本型
企業システムは，どの様に答えていくかなど多くの課題を抱えている。
　現代企業の説明として日本特有の「系列」に代表されるように，日本企
業は独立した経済主体として存在するのではなく，国際的，社会的ネット
ワークを構成する部分にすぎないのであり，多くの他の利害集団との相互
依存関係にあるという認識のもとに「企業の社会的責任」を課題として検
討しなければならない転換期をむかえているのではないかと考える。
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（2）リストラクチャリング
　戦後の日本の産業は技術導入とその巧みな応用による製品化と「日本型
経営」という独特の企業風土により高度経済成長をとげてきた。
　しかし，欧米諸国をキャッチアップし成熟化した社会経済体制において
はこれまでの平均化した人材構成の合理性を追及する企業体制から脱皮し
なければならない。
　「効率性（同質化）の最大化」つまり合理性の追及を最大基準としてき
た日本の企業体制の限界がバブル経済の崩壊と共にその限界を露呈した。
　同質性が日本の企業体制の限界であり弱点であることが理解されたため
に，これからは企業体制の変革とこれに対応した創造力や環境適応力をもっ
た人材が必要となるのである。
　企業が存続していくためには多様化した消費者二一ズを適確に把握し製
品化し，また消費者二一ズを自ら創造していくことが必要であり，消費市
場の成熟化は消費の個性化，多様化を生みだし「多品種少量生産」が条件
となり，少品種大量生産による製品コストの引きさげによる過当競争をし
てきた「規模の経済」から「範囲の経済」5）への転換が必要となってきた。
　さらに「成長から成熟をめざす社会」は，モノから知識・情報・サービ
ス志向に消費者の需要が多様化・ソフト化している事が産業構造を変化さ
せることになりリストラクチャリング（事業再構築）が必要となる。
　しかし，これまでのリストラクチャリング（事業再構築）では，多角化
に伴う新規事業開発が主体であった。
　これは本業の経営合理化一減量経営のため余剰人員（人員再配置）の吸
収が目的とされ採算制，戦略性の比重は低かった。
　このため初期のリストラクチャリングは余剰人員だけの新規人材投資が
ないものは成功していないのが現実である。
　特に大企業はサービス産業分野への進出が多く見られたが，給与の高い
中高年労働者＝余剰人員の雇用は人件費が高く，結局は給与の低い若い労
働力，アルバイト労働力に依存する結果となっている。
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　若い消費者を対象とするサービス産業では，企画・運営は若い感性の人
材が中心となり中高年労働者の活性化にはいたらなかった。
　「複合経営」のための企業風土・文化の変革が必要となってきている。
　そのためには異質で多様な価値観をもった若い人材がこれからの企業経
営には必要となるのである。
　「日本型経営システム」は，資本主義特有の競争市場体制への適応には有
効であったが変化する社会環境適応に対しては不十分であったことが明かに
なってきた。
　「企業と社会との共生」が求められており，新たなる企業社会のシステム
の構築が模索されなければならない。
　情報化，ハイテク化，国際化の進展に新規の人材の需要と供給のアンバラ
ンスが生まれると同時に社会全体の高齢化が進行している。
　また，環境問題に対応するためにはあらゆる分野の専門的な知識・技術を
もった人材が必要となるのであり，こうした技術的な広がりにたいしてはよ
り多くの人材が必要となる。
　希少資源としての人材確保が企業の存続・維持・発展の絶対条件となる。
　しかし，企業にとって人材は必要であっても社会生活者に必要ではないと
思われる企業には若い人材は，だれも就職しようとはしないのである。
3　構造化する人材不足
　長期経済好況の中で最も深刻な経営課題はいうまでもなく「人材問題」で
あった。しかし，バブル経済の崩壊により景気の下降が始まって「量」とし
ての人材不足は一時的には改善されたとしても，若い人材の需給ギャップは
今後も深刻さを増してくるのであり，情報化，ハイテク化，国際化の進展に
ともなうリストラクチャリング（事業再構築）に必要な「戦略的要因」して
の「人材問題」は企業にとって重要な課題である。
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　単に必要な人的資源の確保としての「人材問題」ではなく，人材の確保と
活用が企業の存続・発展を大きく左右するという認識から「人材経営戦略」
というものを考えなくてはならないのであるが，今後どの様な変動が予想さ
れるかを考える必要がある。
（1）生産年齢人口の減少
　1991年度版の「国民生活白書」の副題は，「小子（しょうし〉社会の到
　来，その影響と対応」とし，メインテーマとして第一部で「小子（しょう
　し）社会」つまり子供が少ない社会について様々な角度から検討している。
　女性が一生のうちに生む子供の数（合計特殊出生率）は，日本では70年
代から減少傾向を示し，91年には1．53人と，確認できる範囲で史上最低と
　なっており，厚生省の推計では21世紀末の日本の人口は7千万人を下回る
可能性もあると予想している
　若い世代が結婚し子供を生みたくても，ためらってしまう社会生活環境
の悪さを出生率低下の原因としいる。6〉
＜出生率低下要因＞
???????労働時問の短縮の必要
育児休暇制度の充実
育児施設制度が不十分
育児費用の負担が大きい
教育費の負担軽減が必要
住宅施設・費用の負担が大きすぎる
環境問題など子供の将来に不安を感じる
　こうした「出生率低下要因」を社会全体の問題として解決に取り組んで
いカ・なければならない。
　さらに，こうした「小子（しょうし）社会」と共に深刻な問題として，
人口の高齢化による「高齢化社会」の到来が上げられる。
　国勢調査をもとにした厚生省の人口問題研究所の推計によれば（1986年
ll月推計），2000年には年少人口（0～15歳）は，年齢別構成比が18．0％・
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2，359万1千人，生産年齢人口（15～64歳）が65．8％・8，626万3千人，老令
人口（65歳以上）の年齢別構成比が16．3％・2，133万8千人になるものと予
想している。
　この様な人口の年齢別構成比の変化は，消費市場はじめ社会の各方面に
深刻な影響が予想される。
　労働市場において出生率低下，高齢化の進展により労働力率が漸次低下
していくことは大きな問題としてとらえる必要がある。
　今後は，機械化により対応できる仕事と人間でなくては出来ない仕事の
区分が明確になり，人手で捌くことの出来る仕事は，いずれ中国，韓国さ
らにはアジアの発展途上国との経済競争に負けてしまう事が予想される。
　サービス経済の進展により，人的サービスの重要性は益々高くなる。
　このため少ない人材をいかにして有効活用するかがこれからの企業経営
の重要な課題となり，人事労務管理が企業の盛衰を決めることになる。
　長期にわたる若年労働力人口の減少傾向は，組立加工製造業の立地戦略
や工場の合理化・機械化に大きな影響を与えると思われる。
　これまでの企業城下町といわれた系列・下請け傘下の中小企業を一定の
地域に集中させた形態の大型企業はもはや存続基盤が危うくなってきたと
いえる。つまり，「日本型経営」の基盤がゆるぎ始めているといえる。
　若年労働力人口の減少傾向に対応して，工場を労働力の豊富な地域に移
転し地方分散型の採用をするならば，下請け傘下の中小企業を一定の地域
に集中させたジスト・イン・タイムといった日本的合理性を追及する「系
列化」形態はその存続意義を失い「系列化」の解体につながることになる。
（2）就職意識の変化
　1980年代半ばの経済成長期に人事の採用活動は学生の選別一「質」から
獲得瓢「量」に変わってしまっために，中小零細企業は「人材不足」とい
うよりも「人手不足」という危機的状況におかれ，現実に数百万円もかけ
て求人誌に求人広告を掲載するなどして多額の人材採用経費を使っても，
新卒者，中途採用者を1人も採用できず人手不足倒産までが生まれ，この
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ため人手不足を少しでも解消するために外国人労働者を雇用した。
　こうした状況のなかで，これまでは人的資源確保の条件は，「社風にあっ
た人材の採用」が人事の目標とされていたが，企業側と学生側の価値観の
相違つまり就職意識の変化が表面化してきた。
　第一に「就職とは会社から自分が選ばれること」から「就職とは自分が
会社を選ぶこと」7）という意識で就職行動をとるようになった。
　第二に新卒，中途に続く「第二新卒」という新しい人材獲得市場の出現
が注目され始めている。
　「第二新卒」とは少しでも葛藤があればそこで耐え続けるよりも，他の
就職先を探すという就職意識をもっており，一般に入社後ほぼ1年から2
年以内に会社を退社し，さらに転職の機会をうかがう新卒退職層のことで，
企業人不適格者ではなく積極的に企業を離脱する資質の高い人材も多く見
られる。
　第三に新しい職業感・労働感が生まれ始めているのである。
　就職意識の変化が，「就社から就職」へと変わってきている。
　若い世代の意識と行動の特徴として，目立ちたがりや世代＝パフォーマ
ンス世代である事が指摘される。こうした世代は，企業に対して求めるの
は「安定志向」「やりがい志向」以外に「仕事がおもしろいか」の価値判
断が重要なのである。
　ホンダが中小企業からの成長過程においては，機械が好きという人間が
集まってきて，故本田宗一郎を中心とした企業組織というより「機械が好
きの集団」であった。
　企業規模や安定性より「仕事がおもしろいか」の価値判断が重要である
という人材が集まってきて，多様な価値観を自己主張しながら切磋琢磨す
ることにより「人の真似をしない独自性を尊重する」ホンダ・イズムが生
まれたのである。これからの企業経営ありかたは「ホンダの歴史」と「ホ
ンダ・イズム」の理解と応用にあるのではないかと考える。8）
　バブル経済の崩壊以降，働くことの意味が問い直されはじめ，個人と企
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業の関係に，大きな変革が起きはじめており，今後，人事は流動的な人材活
用を考える必要があり，組織レベルでの制度改革の必要に迫られている。
　たとえばソニーの場合，人材活性化の施策として，新規事業へ参画する機
会が与えられる「社内公募制」を実施している。さらに採用部という人事部
とは独立し，社内外からの採用活動，採用から導入研修までの業務に特化し
たセクションを作り出した。人事そのものを商品戦略とおなじ「マーケティ
ング的発想」で考えようということである。
　これからの人事においは人材の確保だけではなく，さらに重要となるのが
人材活性化の緒施策の検討である。
　企業の採用目的と採用した人材の望む仕事の内容との「ミスマッチ現象」
が「第二新卒」が生まれてくる原因である。つまり苦労して採用しても確保
していくことが難しくなってきている。
　このため福利厚生や賃金を上げることにより人材の流失を食い止めようと
しているが，所得アップは必ずしも日本の税制上，個人の所得の上昇には繋
がらない。
　それは日本の税制は，高賃金＝高税率のため必ずしも高賃金二高収入とは
ならず，若い人材の所得格差は少ないのが現実である。
　このことは高賃金は魅力のあるものとはならず，ハーズバーグの「動機付
け一衛生理論」におけるモチベーション（動機付け）とはなりえない。
　今後，高齢化社会の到来は不回避であり，「小子（しょうし）社会」とい
われる出生率の低下などの人口的な要因などにより，生産年齢人口の減少に
よる人手不足は，恒常的なものとなるのであり，人材不足が深刻化するなか
で必ずしも有能な人材の確保ができるとは限らないのであり積極的な人材育
成に取り組まねばならない。
　教育訓練に対する時間や費用などの投資は，以後の企業経営への貢献によ
り回収できるものである。
　しかし，人材育成には明確に目標とプログラムが必要であり，研修という
名目だけの研修プログラムは必要ない。
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　教育訓練などの教育は当人たちがそれを欲して必要を感じている場合にの
み効果が期待できるのであるから，研修によってどの様な能力が育成され自
分自身のためになるかが明確であるならば，会社のためではなく自分自身の
ためになると理解し研修意欲も高まり研修にも積極的に参加するのである。
　高度情報化社会でありながら，いまだに企業の社員研修というと，日立製
作所の「みそぎ研修」9）に代表される，精神論的なイメージが強く，名目だ
けの研修のための研修が多いのが現実である。
　しかし，ニューヨーク市立大学教授の雀見芳浩氏は，高度情報化社会にお
ける企業研修に関して『情報化時代にもあった精神教育とは，合理的に，企
業史や世界の動きを分析し，これを各人がそれぞれ随意に自分の経営手法と
して身につけるものを指す』と述べている。10）
　過去の減量経営時代の採用圧縮のとがめに苦しんでいる企業の人事政策の
反省から要員補充から人材の採用・育成は長期の人材投資と考えるようになっ
てきた。
　これからの社会経済状況は変化に対応できる人材が必要であり，これまでの
企業社会の価値判断に基ずく人材採用では企業の発展は有り得ないのであり，
21世紀にそなえた人材の確保と育成が必要である。
4　人材経営戦略の検討
　90年代の経営戦略は，これまでの設備投資主導，輸出主導から開発投資，
ソフト投資，内需・サービス主導型に転換しなければならない。
　これからは，こうした経済環境の変化に対応した企業戦略の展開つまり国
際化，情報化，リストラクチャリングに対応した人材が必要なのである。
　企業は，ドメイン（戦略的事業領域）の検討により，これまでの仕事の仕
組みの見直しにより，本当に人材募集が必要か，どの様な人材が必要なのか
を検討して，場合によっては人員の削減指針を出さざるを得ない事になる。
　自社の将来の事業経営計画を検討し直し，リストラクチャリングにより企
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業多角化をめざすのであれば，これに対応した技術力や市場開発力をもった
人材を新卒募集・中途採用・パートタイム従業者の活用のいずれによるのか
を検討し募集・採用・育成計画を立案し，戦力となる人材を生み出していく
必要がある。
　このためには仕事の効率化と教育による個人の多機能化が要請される。つ
まりは「戦略的な人材」を基礎とした経営戦略の展開が必要になってきてい
る。
　これからは「人材主導型経営」つまりは「人材経営戦略」の時代といえる。
　これまでの「効率至上主義」の企業体質は，人材の採用・育成・活用にお
いて精密機械と同様の合理性を追及してきたが，効率至上主義が徹底化され
た日本の「エクセレント・カンパニー（超大優良企業）」は，あまりにも経
済合理主義が徹底化され，人間疎外の状況を生みだし魅力を失っている。
　人材確保と人材開発が企業存続・発展の鍵であるのは確かであるが，まず
は社会にとって必要な企業であるかどうかが問い直されるべきである。
　社会にとって必要な存在価値のある企業であるならば人材の確保ができる
のであり，人々の多様な価値観を企業経営に反映する「多元価値経営」の時
代に向かっている。
（1）経営者の意識変革
　　この「多元価値経営」の時代には，経営者の意識の変革が求められる。
　つまり，企業の構成員に対して明確な「企業理念」「企業文化」「組織風
　土」が示されなければならない。
　　I　BMはつねに「新しい経営ビジョン」11）を探りながら成長してきた。
　トーマス・ワトソン・ジュニア（二世）は会長に就任した1985年から企業
　体質の転換に取り組み，それまでの機械的なパンチカードの情報処理機か
　ら，電子計算機（コンピュータ）のエレクトロニクス会社となり今日の世
　界的な情報産業にまで成長した。
　　さらに，現在，コンピュータ・ハード中心からソフトウエア・サービス
　事業の拡大を目指し，画一的教育研修から多様な選択枝のなかから自己の
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キャリア開発に必要な教育研修を選択できる方式を導入したり，企業活動
の業績評価を計る指標として，売上数量や売上高としての利益額から顧客
の満足度，世界市場における市場占有率，そして収益率にかえた。
　また，1950年代に先代トーマス・ワトソン・シニァ（一世）が築いた組
織文化の徹底的な見直しを実施し，人事政策として帰属意識を育てていく
ため「オープン・ドア」政策を実施した。
　これは社内に公平意識を徹底させるため人事や仕事の苦情処理にあたり
公平と処理プロセスが透明なことが必要条件となる。苦情がある者はまず
直属の上司と率直に話し合い，それでも不満がある場合は，部下は直属の
上司の上司へいつでも直訴できるということである。
　さらに「I　B　Mの三つの信条」を掲げた
　「I　BMの三つの信条」
　　第一の信条　個人の尊厳を守ること
　　第二の信条　顧客への奉仕
　　第三の信条　エクセレンス（優秀）を尊ぶ理念
　世界中の現地法人にこれらを徹底させ実践することがI　B　Mをワールド
・クラスの企業に発展させたのである。
　現在，「コンピュータ・ハード革命」12）がコンピュータ業界に変革を迫っ
ている。世界のコンピュータ市場を長期にわたり席捲してきたI　B　Mも経
営業績悪化にみまわれている。
　その原因は「ダウンサイジイング」つまり，コンピュータの主力が大型
機（メインフレーム）＝汎用機から小型機＝パーソナル・コンピュータ，
ワークステーションなどに主力が移行し，オープンシステム化が推進され
る事になり，マーケティングカと企業組織の柔軟性により成長発展してき
たI　B　Mでさえも中央集権型の巨大組織の硬直化により，技術革新による
ダウンサイジングによる大型機（メインフレーム）＝汎用機から小型機＝
ワークステーション＝W　Sへの移行が遅れてしまい経営業績悪化という事
態になったのである。
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　しかし，I　B　Mはこうした事態に対応し，人員の削減のなどの経営合理
化に取り組み，それまで他のコンピュータ・メーカーとの互換性のない自
社のコンピュータを他社のワークステーションとネットワークで結び付け
るため，アップル・コンピュータ社やマイクロソフト社などのコンピュー
タ・メーカー，ソフトウェア開発企業との販売業務，技術開発などの提携
を積極的にすすめ企業再生の「新しい経営ビジョン」を探りはじめている。
（2）国際化＝グローバリゼイションヘの対応
　さらに構造化する人材不足の問題は，人材確保のための事業の海外移転
や人口減少による消費市場の縮小にともなう国際市場の開拓が必要となり，
企業戦略の展開は「国際化」に対応することが必然的に要求されることに
なる。こうした「グローバリゼイション」「ローカライゼイション（現地
化）」を推進していくためには国際化要員の積極的な採用・育成を推進し
なければならない。
　国際化にそなえた人材育成の遅れは，単に語学力だけではなく，「異文
化コミュニケーション」に対応できる感性・技術・行動力の教育がなされ
なければならない。
　国際化にそなえた人材としては，職業経験者は既存業務の主戦力であり
知識・経験は豊富ではあるが語学力・家庭条件などを考えるならば国際化
要員となる人材は限られる事から必然的に新規人材の開発・育成が必要と
なる。
　さらに今後は，企業の組織体制を「グローバリゼイション」＝国際化し
ていく必要から，日本への留学生を積極的に採用し「異文化コミュニケー
ション」に対応できる組織風土を作り出していくことが必要である。
（3）人材管理の革新
　企業組織，社風（組織文化）や経営リーダーシップのスタイルは企業構
成員の二一ズを満たす時流にあったものでなくてはならない。
　豊かな時代に育った若い世代は，同質化ではなく差異化の世代といわれ
れ，集団主義に対するアレルギーがあり，これまでのような画一性を強化
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するような集団主義，経営家族主義，終身雇用といった日本型の経営には
強い拒否反応を示すのである。
　若い世代は，「第二新卒」にみられるように「就社」ではなく「就職」
という「職業意識一プロフェッショナリズム」「キャリア意識」が強いた
め目標管理といったこれまでの人材管理では彼等の意識に対応できない。
　会社の伝統や組織の権限，権威から解放された，個人の自由，多様性，
革新性を尊重し，多元的価値尺度による個人の評価が必要であり配属・仕
事の「選択の自由」をあたえる事を考えた柔軟な企業体質に変えていくこ
とが必要となってきている。
　P．F．ドラッカーは，最新の著書「未来企業」において，情報化社会で
は「情報は新しい経営管理を要求する」とし，このため「企業にとって明
日のモデルは，オーケストラや，フットボール・チームや，病院である」’3）
としいる。
　オーケストラでは，専門家たる楽器演奏者は自分の貢任部分を指揮者に
従って演奏する。これは全員同じ楽譜という情報ネットワークーコミュニ
ケーションを持っているからであり，楽器演奏者の演奏を個々に取り出し
て聞いても，それだけでは完成した作品とはならないが指揮者にコントロー
ルされることにより完成されるのであるとしている。
　しかし，これからの人材管理・組織管理はオーケストラ型ではなく個々
の楽器演奏者の演奏がそれ自体一つの完成されたものであり，同時に個々
の演奏者の演奏が複合化・一体化され別な完成された作品となるジャズコ
ンポ型が重要となるのではないかと考える。
　これからは「人材主導型経営」のための人事システムの確立が必要とな
る。自己申告制度とは異なった個人の能力開発目標と組織の戦略との調整
・統合を可能とするコミュニケーションを重視した組織体制や個人の能力
開発型人事体系，これにともない年功型賃金から成果配分型賃金体系の構
築といった価値観の多様化に対応した企業組織制度づくりと人材管理シス
テムが求められる。
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　能力開発の場としての企業の位置付けが求められており，働くことに夢
が持てる。つまりは，企業家精神を持ち続けることのできる組織風土のな
かで，「企業内企業家」や「分社化」を推進するような人材政策が重要と
なるのである。
（4）情報化社会への対応
　情報化により技術革新による新技術の情報の伝達が速くなり，企業間の
技術格差がなくなると同時に複雑化してきているため，研究開発が画期的
な新製品開発に結び付くことがない状況が問題となってきている。
　このため，メーカーは新製品開発のために商品開発，研究開発，生産技
術を有機的に結合した「事業戦略」つまり「情報戦略」を実現しなくては
ならない。
　これを打破するために企業間の知識・情報のネットワーク化，企業間の
組織・人材の交流という流動化と多様化が，これまでの企業組織の硬直性
をうちやぶりつつあるため，若い世代を継続的に採用ししかも絶えず組織
の活性化をはかっていかなければならない。
　豊かな社会環境に育った高学歴の人材の確保，育成のためには，忠誠心よ
りも仕事を重視する能力発揮の自由がある企業風土のなかで，個人の意欲と
専門能力の組み合わせができる企業が発展するのである。
　人材の多様化や組織の異質化に対応するためには，人事制度の革新が必要
であり，人事制度の新構築のためには異質化，多様化，柔軟化というパラダ
イムの転換が条件となる。
　「人材経営戦略」が，今後の企業の総合体力を左右することになり存続・
発展を決める要素となることから，従来の伝統的なドメインから規定される
人材採用・人材開発のスタンスの再構築が必要となる。
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5　まとめ
　1980年代なかばから続いた史上最長といわれた経済好況は，大学新卒の雇
用市場においては，企業の求人採用予定数の増加と学生の就労人口との需給
ギャップから，学生が就職の主導権を握り学生が企業を選ぶ「買い手市場」
という状況が生まれ，「人材問題」という深刻な経営問題をうんだ。
　しかし，バブル経済の崩壊で1991年からの急激な経済環境の悪化により，
企業は経営合理化をすすめており企業の新規採用の減少により「量」として
の人材不足は解消されたかのような感がある。
　しかし，経済不況下での企業環境は国際化，情報化，多角化，にともなう
人材二一ズの高度化による「質的」な人材の採用つまり企業の将来をになう
戦略要因としての創造力や環境適応力をもった人材不足の問題はますます大
きな問題となっている。
　これからの経営戦略においは，国際化，情報化，リストラクチャリングと
いった企業戦略の展開や社会経済状況の変化に対応できる人材の確保が必要
であり，これまでの企業社会の価値判断に基ずく人材採用では企業の発展は
有り得ないのであり，さらに重要となるのが人材活性化の施策の検討である。
　さらに，高齢化社会の到来は不回避であり，「小子（しょうし）社会」と
いわれる出生率の低下などの人口的な要因などにより，生産年齢人口の減少
による人手不足は景気循環による一時的なものではなく今後，恒常的なもと
なるのである。
　希少資源としての人材確保が企業の存続・維持・発展の絶対条件となる。
　出生率の低下による（1）生産年齢人口の減少，「就職とは会社から自分
が選ばれること」から「就職とは自分が会社を選ぶこと」という（2）就職意
識の変化による「第二新卒」という新しい人材獲得市場の出現，　（3）「就
社から就職」という新しい職業感・労働感が生まれ始めているのである。
　これまでの経営戦略とそれにともなって組織があり，単に必要な人的資源
の確保としての人材問題ではなく，人材の確保と活用が企業の存続・発展を
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大きく左右するという認識から，これからは「人材主導型経営」つまりは
「人材経営戦略」というものを考えなくてはならないのである。
　そのためには（1）経営者の意識の変革，（2）国際化＝グローバリゼイ
ションに対応した国際要員の育成，　（3）人材管理の変革，　（4）情報化社
会などへの対応が必要となる。
　この「人材経営戦略」が，今後の企業の総合体力を左右することになり存
続を決める要素となることから，従来の伝統的なドメインから規定される人
材採用・人材開発のスタンスの再構築が必要となる。
　豊かな社会環境に育った高学歴の人材の確保，育成のためには，忠誠心よ
りも仕事を重視するのであり，能力発揮の自由がある企業風土のなかで，個
人の意欲と専門能力の組み合わせができる企業が発展するのである。
　それは企業は単に個人が社会生活を営むために必要な賃金を得る場から自
分の能力開発の場としての位置付けが求められており，能力をより高いレベ
ルまで高めるのに必要な場になるのであり，経済価値追及の合理性によって
体系化されたものから，個人の自己実現動機を体系化したものにならざるを
えないのである。
　企業中心社会から個人中心社会へ転換し，人材の多様化や組織の異質化に
対応するためには，人事制度の革新が必要であり，人事制度の新構築のため
には異質化，多様化，柔軟化というパラダイムの転換が条件となり，価値観
の多様化に対応した企業組織制度づくりと人材管理システムが求められる。
　そのためには，働くことに夢が持てる「コミュニケーション」を重視した
人事システムの確立が必要となる。つまりは，企業家精神を持ち続けること
のできる組織風土のなかで，「企業内企業家」や「分社化」を推進するよう
な人材政策が重要となるのであ。
　「自己申告制度」とは異なった個人の能力開発目標と組織の戦略との調整
・統合を可能とする組織体制や，個人の「能力開発型人事体系」，これにと
もない「年功型賃金」から「成果配分型賃金体系」の構築が必要となる。
　さらに，中途採用者の能力を活用するために，終身雇用制度・年功序列型
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賃金体系などの日本型経営の雇用制度から能力評価型の雇用制度へと転換す
る必要が出てきている。
　これまで考察してきた「人材経営戦略」の具体的実践には，今後，試行錯
誤の積み重ねが必要であると考えている。
　しかし，「人材経営戦略」の検討において「就職一採用とは世代交替によ
る企業の自己革新の契機である。それゆえ，企業にとって新規人材採用とは，
もともと新兵募集を意味するリクルートではあり得ない。パーティシペーショ
ン（参加）の提案であるべきだ」という同業他社とは違う明快な事業コンセ
プトを打ち出している採用P　R会社ユー・ピー・ユーが注目される。14）
　ユー・ピー・ユーは，「コーポレート・コミュニケーション」をテーマに，
企業採用ピアールを，企業と人材とのインターフェイスと位置づけ，入社案
内を企業からの一方的宣伝でなく，人材との双方向コミュニケーション・チャ
ネルと位置付けている。13）
　社長の吉沢潔氏は，知的サービス業の新しさは提案性にあり，その力は現
状批判，社会批判の強弱に比例すると，その実感を語っているが，ユー・ピー
・ユーの入社案内の特色は，よりよき企業理念と組織活性化を求める批判力
が、自、づいているところにある。
　バブル経済の崩壊で企業は経営合理化をすすめており，企業の新規採用の
減少により「量」としての人材不足は解消されたかのような感があるが，高
齢化社会の到来は不回避であり，「小子（しょうし）社会」といわれる出生
率の低下などの人口的な要因などによる「人材ショック」をチャンスとして，
日本の企業社会の再構築と日本型経営のパラダイムの転換の契機とすること
が必要であると考える。　　　　　　　　　　　　（1992年11月29日〉
［注］
（1）　日産自動車では季節工の平均月収賃金が40万円台まで上昇し，同年代高卒社員の平
　均月収賃金が20万円台と格差が広がった。
て2）　京都大学名誉教授の宮崎義一氏の著書「複合不況」（中公新書）でバブル経済の崩
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　壊を分析したものである。
　　　「複合不況」とは，バブルの後遺症として不良資産を抱える金融機関の不況と，短
　期的な景気循環にともなう在庫調整が連動（複合）して，今回の不況を起こしている
　　とする考え方である。
　　過去の不況は，供給過剰で生まれた在庫の調整という循環的な性格が強く，放って
　おいてもいずれ回復したが，今回は，長期にわたる不良資産の調整という深刻な問題
　　を含んでいるので，回復は容易ではないと見る。
　　そして金融自由化のもとで不動産取り引きなどに大量に資金を貸し付けた銀行は，
　　こんどは逆に貸し出しを渋る「クレジット・クランチ」を起こし，それが不況の直接
　の原因になっているとしている。
　　宮崎義一教授は，複合不況を克服する処方箋は，銀行が不良資産の内容を分かりや
　すく開示し，自分で計画を立てて償却するしかないと述べている。
　　経済学者，エコノミストのあいだで，高い評価と批判という反応にわかれている。
　　（1992年10月17日　朝日新聞夕刊　ウイークエンド経済　第331号　参考）
　　＊クリストファー・ウッド著／植山周一郎訳　『バブル・エコノミー』共同通信社，
　　1992年。
　　は，銀行不祥事，証券業界の損失補填，政治スキャンダルなどを，全体を一本の糸で
　結び付け，全体を体系づけて，日本のバブル経済の成立過程ととその崩壊を説明した
　　ものとして参考となる。
　　＊ジョン・K・ガルブレイス著／鈴木哲太郎訳　『バブルの物語』ダイヤモンド社，
　　1992年。
　　は，「歴史の教訓』として，世界史に特筆される大きな投機とその崩壊を巡る事件の
　幾つかを物語り風に記述したものである。
（3）　ゲーム機最大手の任天堂は，経常利益で電気最大手の松下電器産業を追い抜く見通
　　しとなった。
　　上場企業（金融・証券除く）のなかでも，トヨタ自動車・N　T　T（日本電信電話）
　　に次ぎ3位になるのは確実と見られる。
　　　9月中間決算の売上高は，前年同期比13．2％増の約2千774億円で，経常利益は5．5
　　％増の約802億円の増収増益となった。
　　通期の経常利益も前年度比6％増の1千662億円を確保するとしている。
　　　これに対し，松下電器産業は家電製品の販売不振などから前期比48％減の1千22億
　　円にとどまる予想である。
　　従業員1人当たりの経常利益は，松下電器産業は従業員が4万7千人を越えており
　　110万円，任天堂は従業員が890人で9千万円にもなる。
　　（1992年10月17日　朝日新聞朝刊　参考）
（4）制度主義経済学者のソースタイン・ヴェブレンは，「有閑階級の理論一THE　THEO
　RY　OF　LEISURE　CLASS」において「街示的消費（consplcuous　consumption）」につ
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　　いて分析・理論化をしている。
　　ソースタイン・ヴェブレン著／小原敬士訳　岩波文庫『有閑階級の理論』岩波書店，
　　1970年。参照。
　小原敬士著　『思想学説全書　ヴェブレン』勤草書房，1965年。参照。
（5）　『範囲の経済（Economies　of　Scope）』とは，「一企業で多品種を生産するコスト
　が，一品種を各企業ごとに生産するコストの総和より低ければ，一企業で多品種を生
　産することが効率的である」とするものである。多摩大学教授の中村秀一郎氏が，多
　　くの著作で取り上げている。
　　中村秀一郎著　岩波新書297　『挑戦する中小企業』岩波書店，1985年。
　　中村秀一郎著　『新中堅企業論』東洋経済新報社，1990年。
　　中村秀一郎著　岩波新書213　『21世紀型中小企業』岩波書店，1992年。
（6）1991年度版の『国民生活白書』，経済企画庁『平成4年度国民生活山選好度調査』
　　を参考にした。
（7）資料：電通くプレースメント・コミュニケーション＞プロジエクトチーム『平成就
　職貴族の就職観一現代大学生のプレースメント意識調査結果報告書一』1991年2月に
　　よれば，89年のサンプルでは「就職とは自分が会社を選ぶこと」72．2％，「どちらと
　　もいえない」17．9％，「就職とは会社から自分が選ばれること」9。9％となっている
　が，90年のサンプルでは「就職とは自分が会社を選ぶこと」76．2％，「どちらともい
　　えない」17．6％，「就職とは会社から自分が選ばれること」6．2％となっている。
　　89年と90年のサンプルの対比を見ると「就職とは自分が会社を選ぶこと」が4。0％
　増加している。
　　　さらに「就職を意識し始めたとき，売手市場だと考え，楽観した」という質問に対
　　して，「そう思う」67．7％，「そう思わない」32．3％という結果が出ている。
（8）　本田技研工業・本田宗一郎氏に関しては数多くの著作があるが，本稿においては次
　のものを参考にした。
　本田宗一郎著　知的生かた文庫『本田宗一郎の人生哲学　得手に帆あげて』三笠書房，
　　1991年。
　梶原一明著　P　H　P文庫『本田宗一郎　男の幸福論』P　H　P研究所，1992年。
　城山三郎著　講談社文庫『本田宗一郎との100時問』講談社，1991年。
　　N　H　K取材班『技術と格闘した男　本田宗一郎』日本放送協会，1992年。
　西田通弘著　　『院より始めよ　体験的ホンダの人間学』かんき出版，1990年。
（9）　日立製作所の「みそぎ研修」に関しては，この研修を体験した経済評論家の佐高信
　氏が著書で詳しく述べている。
　佐高　信著　講談社文庫『新版　K　Kニッポン　就職事情』講談社，1992年。118～
　　141頁参照。
（10）　雀見芳浩著　カッパ・ビジネス『日本企業繁栄の条件』光文社，1992年。201頁参
　　照。
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（11）　I　B　Mに関しては多数の文献があるが，主に次の文献を参考にした。
　竹田義則著　『一万羽の野鴨たち　日本アイ・ビー・エムの企業生態』実業之日本社，
　　1975年。
　　ロバート・ソーベル著／青木榮一訳　『I　B　M一情報巨人の素顔』ダイヤモンド社，
　　1983年。
　　デビッド・マーサー著／青木榮一訳　『I　BMマネジメントー世界最強企業の戦略』
　　　ダイヤモンド社，1988年。
　　バック・ロジャーズ著／青木榮一訳　『I　B　M　WAY一わが市場創造の哲学』ダイ
　　　ヤモンド社，1986年。
　　バック・ロジャーズ著／植山周一郎訳　『I　B　M流ビジネス行動学』ダイヤモンド社，
　　　1988年。
（12）　拙稿，『転換期を迎えた中小ソフトウエアハウスの経営』白鴎女子短大論集，第17
　　　巻，第1号，1992年。参照。
（13）　P・F・ドラッカー著／上田惇生・佐々木実智男・田代正美訳『未来企業』ダイヤ
　　　モンド社，1992年。409～412頁参照。
（14）　中村秀一郎著　岩波新書213　『21世紀型中小企業』岩波書店，1992年。44～45頁
　　　参照。
　　　　求人情報企業「ユー・ピー・ユー」（1974年設立，本社・東京都新宿区，資本金
　　　9800万円，売上高102億円，＜90年12月期＞，従業員288名）
　　　　「リクルートからパーティシペーション（参加）」への主張のもとに，組織にお
　　　ける世代交替の最大の機会は新卒採用時に生まれるのではないかというのが，彼等
　　　が企業に提唱する組織論である。
　　　　そして，自らの組織のうちにも新しい世代を迎え入れる必要に迫られ，同世代組
　　　織から世代を縦につなぐ組織へと変化しつつあった。
　　　　そこで彼らは自らの組織をサンプルとして，工業化の時代の継ぎの組織を提案し
　　　ていこうとした。
　　　　本当の意味での民主主義を経営に実行していく。すなわち，社内の情報は全社員
　　　に公開され，会社の方針も全社員合意のもとに進められる。
　　　　社員持ち株制だから，社員総会は株主総会となる。代表である吉沢潔氏は，全社
　　　員の投票で選ばれている。
　　　　これまでの会社組織の常識では，組織否定と考えられるかもしれないが，これは
　　　会社批判であると同時に，近未来社会への提案にほかならないという。
　　　ジョージ・フィールズ著『殿と重役一多価値型組織はどうつくられるのか』イース
　　　　ト・プレス，1992年。82～91頁参照。
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